
 山中 基充   

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

１ 電子請求書導入で内部事務の効率化を    （２０分） 

行政ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）において、電子請求書の

導入は業務効率化とデータ活用を進めるための最重要施策の1つです。 

導入メリットは、 

・印刷・郵送代、保管スペースの削減、処理時間の短縮による業務効率化

とコスト削減。 

・手入力による誤記載や紛失リスクの排除。 

・インボイス制度（適格請求書保存方式）や、いわゆる電子帳簿保存法へ

の確実な準拠による法令・制度への対応、と言われております。 

本市では、国が求める地方公共団体の基幹業務システムの統一・標準化を

無事成し遂げられ、また、電子決裁をいち早く導入されています。 

一方で、基幹系システムと財務会計システムなどが「マルチベンダー構成」

になっている現状は、電子請求書の導入（ペーパーレス化・自動取り込み）

のハードルを高くしてしまっているのかもしれません。 

さらには、取引先の対応の負担や、本市業務のフローの見直し、データの

連携、デジタル庁が進めるＰｅｐｐｏｌ（ペポル）等の標準規格の採用、そ

して人事の確保などの課題もあると思われます。 

ただ、異なるベンダーのシステムが混在していても、国（デジタル庁）が

推進するデジタルインボイスの標準規格Ｐｅｐｐｏｌ（ペポル）を軸にすれ

ば、個別開発（カスタマイズ）のコストを抑えて連携が可能ではないでしょ

うか。 

今年度、本市の「鶴ヶ島市デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推

進計画」は最終年度を迎えています。 

計画的な電子請求書運用実施への本市の取組をお伺いいたします。 

（１） 本市の請求処理の状況は 

（２） 電子請求書の位置づけは 

（３） 本市の自治体ＤＸ推進の体制と次期ＤＸ推進計画について 

（４） 先進自治体である群馬県伊勢崎市では運用実施に至った要因に 

① 現場の高い課題認識 ② 組織横断的な推進体制 ③ 段階的な導入 

(スモールスタート) ④ 事業者への手厚いサポートをあげております。 

本市の電子請求書導入への取組について。 

市  長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山中 基充   

質問の件名及び質問の要旨（質問時間） 答弁を求める者 

２ 地域公共交通法改正とつるバス・つるワゴンの見直し 

（２０分） 

２０２６年６月に成立したいわゆる改正地域交通法（地域公共交通活性化再

生法等改正）は、全国約２，５００か所以上の「交通空白」地域を解消するた

め、スクールバスや福祉送迎車等の輸送資源の有効活用（共同運行の解禁）、

市町村主導の再構築事業の創設、モビリティデータの提供・活用などを盛り込

んだものです。 

バスロケーションシステム「ＢｕｓＧＯ！」を導入した際に、カラで走る区

間や時間などデータを取り、データに基づくルート改正などに取り組むべきだ

と提案してきましたが、実現に至っておりません。今回の法改正では事業者に

提供を求める事ができるようになっております。 

また、今まで検討してこなかった民間バスや福祉送迎車等などとの連携を自

治体主体で行えるようになっております。 

現在、つるバス・つるワゴンのルート、ダイヤ改正を令和８年度までに検討

している本市への影響と今後の取組について伺います。 

（１） つるバス・つるワゴンのルート、ダイヤ改正の状況と今後の予定につ 

  て 

（２） バスロケーションシステムを活用してのデータの収集とＥＢＰＭの取 

組について 

（３） 共同運行の解禁に伴う地域資源の把握と活用について 

（４） 改正法で位置づけられた「連携促進団体」として指定可能な団体（商 

工会、社会福祉協議会、ＮＰＯ等）の把握と協議参画の体制づくりにつ

いて 

（５） 地域公共交通計画作成について 

 

３ 窓口開庁時間の見直しから         （２０分） 

本年１２月より窓口業務の外部委託契約更新のタイミングで鶴ヶ島市の窓

口開庁時間を現状の朝８時３０分から夕方５時１５分までを９時から４時３

０分に変更することになっております。 

ただし、職員の勤務時間は現状と変わらず、１日７時間４５分（週３８時間

４５分）を基本としています。 

一方で、公立学校の教師には「給与特別措置法」で、時間外労働や休日出勤

に対する通常の残業代（時間外手当）が支給されません。勤務時間の基本は市

職員同様です。 

市 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

教育委員会教育長 
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これまでは「職員の勤務時間」と「窓口の開庁時間」がほぼ同じだったため、

開庁前の準備や閉庁後の事務処理がすべて時間外労働になっており、残業あり

きの体制を見直す為に、窓口時間を短縮し、前後に事務時間を確保することで

残業代（人件費）の抑制や職員のワーク・ライフ・バランスの改善を図ること

になります。 

また、マイナンバーカードを利用した住民票などのコンビニ交付や、スマホ・

ＰＣからのオンライン申請が普及し、実際に窓口へ来る人が減ったことも要因

としてあげられ、市民の利便性確保の為にも行政ＤＸの普及はさらなる充実が

求められています。 

 

（１） 本市の窓口対応の状況について 

ア 利用者数の推移 

イ コンビニでの証明書の発行の数の推移について 

ウ マイナンバーカード取得の現状について 

エ 電子申請の種類の推移と利用者数の推移 

オ 窓口受付の時間帯別の状況 

（２） 実際の解錠、施錠時間について 

（３） 電話対応について 

（４） 見直しによる削減効果及び必要経費について 

（５） 行政手続きのオンライン化率の今後の目標について 

（６） 教職員の勤務の実態について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


